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③ 次に掲げる事業を第二種社会福祉事業とする。 

一 生計困難者に対して、その住居で衣食その他日常の生活必需品若しくはこれに

要する金銭を与え、又は生活に関する相談に応ずる事業 

一の二 生活困窮者自立支援法（平成25年法律第105号）に規定する認定生活困窮者

就労訓練事業 

二 児童福祉法に規定する障害児通所支援事業、障害児相談支援事業、児童自立生

活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問

事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、小規模住

居型児童養育事業、小規模保育事業、病児保育事業又は子育て援助活動支援事業、

同法に規定する助産施設、保育所、児童厚生施設又は児童家庭支援センターを経

営する事業及び児童の福祉の増進について相談に応ずる事業 

二の二 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

（平成18年法律第77号）に規定する幼保連携型認定こども園を経営する事業 

二の三 民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する

法律（平成28年法律第110号）に規定する養子縁組あっせん事業 

三 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）に規定する母子家庭日

常生活支援事業、父子家庭日常生活支援事業又は寡婦日常生活支援事業及び同法

に規定する母子・父子福祉施設を経営する事業 

四 老人福祉法に規定する老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期

入所事業、小規模多機能型居宅介護事業、認知症対応型老人共同生活援助事業又

は複合型サービス福祉事業及び同法に規定する老人デイサービスセンター、老人

短期入所施設、老人福祉センター又は老人介護支援センターを経営する事業 

四の二 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する

障害福祉サービス事業、一般相談支援事業、特定相談支援事業又は移動支援事業

及び同法に規定する地域活動支援センター又は福祉ホームを経営する事業 

五 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）に規定する身体障害者生活訓練等事

業、手話通訳事業又は介助犬訓練事業若しくは聴導犬訓練事業、同法に規定する

身体障害者福祉センター、補装具製作施設、盲導犬訓練施設又は視聴覚障害者情

報提供施設を経営する事業及び身体障害者の更生相談に応ずる事業 

六 知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）に規定する知的障害者の更生相談に応

ずる事業 

七 削除 
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第４条（地域福祉の推進）【重要度Ａ】 

① 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、参加し、共

生する地域社会の実現を目指して行われなければならない。 

② 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を

行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを必要とす

る地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、経済、文化そ

の他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地域福祉の推進に努

めなければならない。 

③ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たっては、福祉サービスを必要とする地域住民

及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となる

ことの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。）、

保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サービスを必要とする地域住民

の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営

み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保される上での各般の課題（以下「地域

生活課題」という。）を把握し、地域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関（以

下「支援関係機関」という。）との連携等によりその解決を図るよう特に留意するも

のとする。 

 

第５条（福祉サービスの提供の原則）【重要度Ｂ】 

  社会福祉を目的とする事業を経営する者は、その提供する多様な福祉サービスに

ついて、利用者の意向を十分に尊重し、地域福祉の推進に係る取組を行う他の地域

住民等との連携を図り、かつ、保健医療サービスその他の関連するサービスとの有

機的な連携を図るよう創意工夫を行いつつ、これを総合的に提供することができる

ようにその事業の実施に努めなければならない。 

 

第６条（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務）【重要度Ｃ】 

① 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的とする事業を経営する者と協力して、社

会福祉を目的とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、福祉サービスを

提供する体制の確保に関する施策、福祉サービスの適切な利用の推進に関する施策

その他の必要な各般の措置を講じなければならない。 

（第６条 以下省略） 
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第８章 福祉サービスの適切な利用  

 

第１節 情報の提供等 

 

第75条（情報の提供）【重要度Ａ】 

① 社会福祉事業の経営者は、福祉サービス（社会福祉事業において提供されるものに

限る。以下この節及び次節において同じ。）を利用しようとする者が、適切かつ円滑

にこれを利用することができるように、その経営する社会福祉事業に関し情報の提

供を行うよう努めなければならない。 

② 国及び地方公共団体は、福祉サービスを利用しようとする者が必要な情報を容易

に得られるように、必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

第76条（利用契約の申込み時の説明）【重要度Ｂ】 

  社会福祉事業の経営者は、その提供する福祉サービスの利用を希望する者からの

申込みがあった場合には、その者に対し、当該福祉サービスを利用するための契約

の内容及びその履行に関する事項について説明するよう努めなければならない。 

 

第77条（利用契約の成立時の書面の交付）【重要度Ｂ】 

① 社会福祉事業の経営者は、福祉サービスを利用するための契約（厚生労働省令で定

めるものを除く。）が成立したときは、その利用者に対し、遅滞なく、次に掲げる事

項を記載した書面を交付しなければならない。 

一 当該社会福祉事業の経営者の名称及び主たる事務所の所在地 

二 当該社会福祉事業の経営者が提供する福祉サービスの内容 

三 当該福祉サービスの提供につき利用者が支払うべき額に関する事項 

四 その他厚生労働省令で定める事項 

② 社会福祉事業の経営者は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令の定める

ところにより、当該利用者の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電磁的方法

により提供することができる。この場合において、当該社会福祉事業の経営者は、

当該書面を交付したものとみなす。 
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第７章 母子・父子福祉施設  

 

第38条（母子・父子福祉施設）【重要度Ｂ】 

  都道府県、市町村、社会福祉法人その他の者は、母子家庭の母及び父子家庭の父

並びに児童が、その心身の健康を保持し、生活の向上を図るために利用する母子・

父子福祉施設を設置することができる。  

 

第39条（施設の種類）【重要度Ｂ】 

① 母子・父子福祉施設の種類は、次のとおりとする。 

一 母子・父子福祉センター 

二 母子・父子休養ホーム 

② 母子・父子福祉センターは、無料又は低額な料金で、母子家庭等に対して、各種

の相談に応ずるとともに、生活指導及び生業の指導を行う等母子家庭等の福祉のた

めの便宜を総合的に供与することを目的とする施設とする。 

③ 母子・父子休養ホームは、無料又は低額な料金で、母子家庭等に対して、レクリ

エーシヨンその他休養のための便宜を供与することを目的とする施設とする。 

 

第40条（施設の設置）【重要度Ｃ】 

  市町村、社会福祉法人その他の者が母子・父子福祉施設を設置する場合には、社

会福祉法の定めるところによらなければならない。  

 

第41条（寡婦の施設の利用）【重要度Ｃ】 

  母子・父子福祉施設の設置者は、寡婦に、母子家庭等に準じて母子・父子福祉施

設を利用させることができる。 
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第10編 障害者総合支援法【抜粋】 

（正式名称：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律） 

 

平成17年11月７日法律第123号 

 

第１章 総則  

 

第１条（目的）【重要度Ｂ】 

  この法律は、障害者基本法（昭和45年法律第84号）の基本的な理念にのっとり、身

体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）、知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）、

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）、児童福祉法（昭

和22年法律第164号）その他障害者及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害

者及び障害児が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は

社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービスに係る給付、地域生活

支援事業その他の支援を総合的に行い、もって障害者及び障害児の福祉の増進を図

るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮

らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

第１条の２（基本理念）【重要度Ｂ】 

  障害者及び障害児が日常生活又は社会生活を営むための支援は、全ての国民が、

障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として

尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分

け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現

するため、全ての障害者及び障害児が可能な限りその身近な場所において必要な日

常生活又は社会生活を営むための支援を受けられることにより社会参加の機会が確

保されること及びどこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社

会において他の人々と共生することを妨げられないこと並びに障害者及び障害児に

とって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、

慣行、観念その他一切のものの除去に資することを旨として、総合的かつ計画的に

行わなければならない。 

 


